
金沢市の財政状況

１．一般会計規模及び市税の推移

（単位　億円）

Ｓ６２ Ｓ６３ Ｈ元 Ｈ２ Ｈ４ Ｈ５ Ｈ７

大型景気 バブル崩壊 経済対策

936 1,001 1,089 1,169 1,363 1,464 1,583

対前年伸率 2.4% 6.8% 8.8% 7.3% 9.6% 7.4% 2.2%

537 572 604 659 751 763 763
減 税

対前年伸率 3.6% 6.5% 5.7% 9.0% 6.8% 1.6% 8.3%

（単位　億円）

Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５

地域経済対策 骨太の方針

1,838
1,742 1,797 1,819 (1,698) 1,682 1,672

（預託金を除く）

ペイオフ

対前年伸率 2.0% 3.2% 1.2% 1.0% △ 0.9% △ 0.6%

829 795 767 775 773 737

対前年伸率 0.8% △ 4.1% △ 3.6% 1.1% △ 0.3% △ 4.7%

２．市税の状況（減収）                                                        

△4.7%

　　うち

市　民　税 △7.5%

　　個　　人 △5.1%

　　法　　人 △12.9%

固定資産・都計税 △2.6%

（過去の市税予算額）

△11.1% 　（５年間で）差　　引

８２９億円

７３７億円

９２億円減

平成１５年度

８４億円

３７８億円 ３８８億円

９７億円 １３億円減

１０億円減

平成１０年度

差引

７３７億円

２９８億円

２１４億円

３６億円減

２４億円減

１１億円減

７７３億円

３２２億円

２２５億円

区分

市税予算額

１５年度 １４年度

項目

項目

一般会計当初予算額

市税当初予算額

一般会計当初予算額

市税当初予算額



３．歳出の増嵩要因 

 
区   分    １５年度    １４年度    差 引  
扶 助 費   ２２３億円   ２１５億円   ８億円増  ＋ 3.7％ 

 

公 債 費   ２５３億円   ２２７億円  ２６億円増  ＋11.6％ 

 

 
 
４．起債償還費の増加傾向とその対応 
  
    起債制限比率（適正化計画作成ライン１４％以上、起債制限ライン２０％以上） 

  ９年度  １０年度  １１年度  １２年度  １３年度   １４年度   １５年度  
 ７．３％  ７．９％  ８．４％  ８．８％  ９．１％  １０．１％  １１．７％ 

 
    起債現在高１５年度末見込  ２，７６０億円（一般会計） 
        市民一人当たり ６０３,０３４円 
         実質 ２６２,５４５円（交付税措置等を除く一般財源負担）  
    基金現在高１５年度末見込   １６２億円（一般会計） 
        うち 財政調整基金 ２７億円 
 
    中期財政計画の策定 

起債制限比率のピーク時は平成２０年度で１７．１％（見込） 
      平成１５～１９年度までの５年間にわたり毎年２５億円程度の繰上償還を予定 
 
５．行政改革の実践 
 
    ①経常的な一般行政経費の削減  （８年度から１４年度まで） 

    年度    ８年度    ９年度   １０年度   １１年度    １２年度 
  削減額  ７．６億円  ２．３億円  ３．４億円  ３．８億円   ４．９億円 
    年度   １３年度   １４年度       計 

 

  削減額  ３．９億円  ４．１億円    ３０億円削減  

 

 
    ②職員定数の適正化 

    年度     ７年度   １５年度   削減数  
  削減定数  ３，８１０人  ３，７２０人  △９０人 

 

 
 
６．徴収率の推移 
 

    区   分    １０年度    １４年度  
   市   税   ９９．０％   ９８．３％  △０．７％ 

 

  国民健康保険料    ９３．４％   ９２．３％  △１．１％ 

 

       ※ 市税徴収嘱託員 ３名、国保臨時徴収員 ９名の採用あり  
           滞納整理月間（毎年７月、１２月） 約３億円の実績あり 
       ※ 市税、国民健康保険料とも徴収率は、中核市の中で第６位 


